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ごあいさつ
　井関グループは１９２６年の創立以来、「農家を過酷な労働から解放したい」
という創業者の理念を原点に、「農業機械を通じて社会に貢献する」という使命
を抱き、創造的な研究を行ってまいりました。「常に一歩を先んじる」、「商品理
念に徹する」、「技術総力を発揮する」、「アイディアを売り込む」という『技術精神』
は、今も技術者の一人ひとりに連綿と受け継がれています。これまで蓄積して
きた全ての技術力を活用し、これからも農家の皆さまに喜ばれる製品をご提供
することにより、日本と世界の農業に貢献してまいります。
　さて日本農業は今、農業就業人口の減少や高齢化、農地集約による大規模化、
畑作・野菜作への作付転換など、構造的な変化が進んでいます。私たちは、こ
うした変化に対応するため、ⅠＣＴやロボット技術など先端技術を用いた高品質
でコストパフォーマンスに優れた商品の提供に加え、農業の省力化・低コスト
化に役立つ農業技術や、多種多様な野菜作の作物体系に応じた提案を行うなど、
ハードとソフトの両面から積極的な事業活動を展開してまいります。
　海外向けには、従来から欧米市場向けに景観整備用や軽土木用を含めた商品、
中国市場向けには稲作を中心とした商品を提供してまいりました。近年、食料
増産ニーズが強まるアセアン向けにも、国内で培った稲作技術等を用いた商品
を開発し供給しております。
　井関グループでは、こうした技術力に裏打ちされた知的
財産を「強み」と位置づけております。おかげさまで特許
出願においては、２０１７年度の分野別登録数で第 1 位と
なりました。併せて２０１７年度の特許査定率につきまし
ても全産業中で第 1 位を獲得しています。本書にて井関グ
ループの研究開発の考え方と活動、成果としての知的財産
の状況と活用等についてご報告いたします。井関グループ
の研究開発および知的財産を重視した取り組みを皆さまに
ご理解いただければ幸甚に存じます。

代表取締役社長執行役員
木下　榮一郎

農業機械を通じて
社会に貢献

お客さまに喜ばれる
製品の提供

創業者の理念
『農家を過酷な労働から解放したい』

技術精神
「常に一歩を先んじる」「商品理念に徹する」
「技術総力を発揮する」「アイディアを売り込む」
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１．研究開発戦略
 ＜ものづくりの原点＞

　満足、安全、安心、環境を「ものづくり
の原点」とし、研究開発を推進しています。

 ＜国内市場・海外市場への対応強化＞
　３つの中核技術を基にした戦略的な研究開発により、国内市場に
おける農業構造の変化、及び海外市場への対応を強化しています。

■研究開発における重点戦略分野
　「先端技術」 ⇒ 農業経営の効率化・省力化への対応 
　「大規模営農向け商品」 ⇒ 経営規模拡大への対応
　「野菜作一貫体系」 ⇒ 作付転換への対応
　「低コスト農業支援」 ⇒ 生産資材費低減への対応
　「グローバル対応」 ⇒ 各国の農業形態への適応 

環境

満足

もの
づくり安全

安心

中核技術

固有技術

重点戦略分野

国内市場・海外市場
対応強化

農業機械
技術

野菜作
一貫体系

大規模営農
向け商品

先端技術

グローバル
対応

低コスト農業
支援

海外商品
技術

農業関連
技術

環境
対応

情報
通信

栽培
関連

整地 移植 収穫

高速
乾燥

電動
農機

ロボット
農機
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２．知的財産戦略
 ＜発明の創出・特許戦略＞

■全社の総意による戦略テーマの設定
　戦略テーマに基づく創造活動により、特許網を構築し、商品開発の優位性
を高めています。

 ＜意匠・商標戦略＞
■デザインの保護強化とブランド価値の向上
　魅力あるデザインと親しみ易いペットネームを、意匠権・商標権として蓄
積し、他社商品と差別化しています。

 ＜グローバル知的財産戦略＞
■開発・海外担当部門及び各国特許事務所との連携

　各国の市場動向・知的財産状
況の分析精度を高め、各国毎に
有効権利の取得と蓄積に努めて
います。

技術動向の分析 戦略テーマの設定

特許公報 先端技術関連

大規模営農向け商品関連

野菜作一貫体系関連

低コスト農業支援関連

グローバル対応関連

明確化 全社
総意

■研究開発
　の方向性

etc

■自社コア技術
　の位置付け

各社
商品情報

欧州 中国 北米

ASEAN

 《商品デザインの取組み》

製品特性に整合した魅力ある商品 使うほどに愛着の湧く商品
基本

市場の要望や嗜好の確認 デザインコンセプトの明確化

進め方

井関らしさの進化 イノベーションを起こす魅力の創造

展開

今までにない魅力の創造 使って満足できるデザイン

方向性
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３．研究開発・教育・知的財産体制

先端技術戦略会議

研究開発体制

連携

発明提案

地域・顧客
ニーズ 販売会社

取引先

試験研究機関
大  学
企  業

開発部門
製造部門
営業部門

共同研究
実証研究

知財教育
知財情報

営業部門
教育体制

開発部門

製造部門

知的財産
法務部

知的財産体制

 ＜研究開発体制＞
■開発・製造・営業の各部門の総合力を発揮
　国内・海外のニーズに迅速に対応する研究開発を推進しています。

■研究機関や大学との連携による共同研究開発
　２０１７年度は、試験研究機関と１２テーマ、大学と２テーマの共同研究
を行っています。

[ 商品開発 ]
■商品特有の技術とノウハウの蓄積
　商品毎に研究開発を行う組織により、固有技術の蓄積を図っています。

■先端技術推進体制の強化
　先端技術戦略会議で議論し、開発の方向性を定めています。

[ ものづくり ]
■高品質・低コストの商品づくり
　２０１７年度の改善提案件数は５万７千件を超え、活発な改善活動が行わ
れています。
　設計・製造・部品調達方法等による低コスト化を図っています。

[ 先端農業への取組み ]
■先端営農技術の研究・普及支援
　夢ある農業総合研究所（夢総研）による省力・
低コスト栽培等の研究、先端技術を活用した
農業ⅠＣＴやロボット技術等の研究を推進して
います。

夢総研展示ホール
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 ＜教育体制＞
[ 人づくり ]
■開発部門　設計技術の更なる向上
　設計基本技術トレーニングセンター（ⅠE ＴＣ）
にて若手設計者を育成しています。

■製造部門　ものづくりの技能伝承
　ヰセキ・テクニカル・トレーニング・センター

（ⅠＴＴＣ）により、人材育成、国内外の生産拠
点のリーダー育成を推進しています。

■営業部門　技術サービス力の強化
　２０１７年１月、ⅠＳＥＫⅠグローバルトレー
ニングセンター（ⅠＧＴＣ）を設立し、国内外の
セールス・サービスマンを育成しています。

[ 取組み ]
■知的財産教育・創造技能伝承
　経験年数に応じた階層別の知的財産教育を実施しています。
　ベテラン技術者を中心とした発明創造活動（パテントアタック）にて、若手
技術者の創造能力と意欲の向上を図っています。

■井関技術研究発表会
　井関グループにて毎年開催しており、通算で２８回目となりました。
　研究開発の成果や発明情報を共有すると共に、討論により相互研鑽を
積んでいます。
　教育体制を強化し、年間２万件を超える発明提案を継続しています。

 ＜知的財産体制＞
　知的財産法務部が井関グループ全体の知的財産を管理しています。

ⅠE ＴＣ

ⅠＴＴＣ

ⅠＧＴＣ

知的財産の
厳格管理

知的財産契約の
締結推進

知的財産法務部
体系的な
発明創造活動

発明創作への
インセンティブ
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４．知的財産による事業貢献（具体例）
 ＜国内事業戦略　～日本農業の構造変化への対応～＞

[ 先端技術関連商品 ]
■機械管理

■営農管理

Ｍ２Ｍ技術を利用し、大規模営農での機械管理をサポートします。
［盗難抑止機能］

［メンテナンスサポート］

機械ごとに稼働予定の時刻と範囲を設定。
設定範囲を超えて稼働した場合、盗難検知を

メール通知します。

機械の位置や稼働情報を取得し、機械情報を
見える化。
蓄積したデータをグラフ化し、様々な視点から

分析できます。

※Ｍ２Ｍ（Machine-to-Machine）：ネットワークに繋がれた機械
同士が自動的に情報交換し、最適な制御が行われるシステム。

機械情報一覧
・機種型式名　・アワメータ　・バッテリー電圧
・機器状況（停止/動作）　・燃料状況 

『ⅠSEKⅠアグリサポート』
　携帯端末に作業情報・異常情報等を
表示・記憶するシステム。

『ⅠSEKⅠスマートファーマーズサポート』
　作業実績、生育情報、肥料・薬剤散布実績等の営農情
報をクラウド上に蓄積して分析するシステム。

『ａｇｒｉ-ｎｏｔｅ（アグリノート）』
　新たに連携したウォ―ターセル株式会社様の営農・
栽培支援システム。クラウド上で、圃場管理と、リアルタ
イムな情報共有ができる。

連携

連携

　多様化する営農システム（営農ソフト）のニーズに対応し、農業経営を
サポートします。
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 　■有人監視制御型ロボットトラクタ
　急速な農業経営規模拡大に対応するために、作業の効率化・省力化を実現
する先進農機の研究を進めています。
　有人監視制御型ロボットトラクタは、作業者が監視・遠隔操作することで、
安全性を確保しながら無人作業を可能とします。

　設定経路に沿って自動走行するロボットトラクタ（Ａ）の後方に、作業者が
搭乗した有人トラクタ（Ｂ）が追随し、ロボットトラクタを監視しながら同時
作業を行います。

　作業者一人で複数のトラクタを同時稼働させることができ、作業能率が
向上し、省力化できます。
　トラクタ２台で、耕うん又は代掻きなどの同じ作業や、耕うんと施肥など
の異なる作業を行うことにより、作業能率が向上します。

　２０１８年の商品化に向け開発を推進中です。

ロボットトラクタ（写真左）
①ＧＰＳによる高精度測位
②設定ルートに沿って自動走行
③障害物検出時に自動停止

有人トラクタ（写真右）
①ロボットトラクタを後方から監視し
ながら同時作業
②ロボットトラクタをリモコンで
    発進・停止操作可能

先行作業する
ロボットトラクタ

監視作業する
 有人トラクタ

２台で同じ作業を行う場合 ２台で異なる作業を行う場合
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 　[ 大規模営農向け商品 ]
■トラクタ“ＴＪＷ３・ＴＪＶ５シリーズ”
　力強さの中に美しさを纏った存在感のあるエクステリアデザインに仕
上げたＴＪＷ３・ＴＪＶ５シリーズを開発しました。

 　[ 野菜作一貫体系関連商品 ]
■半自動野菜移植機“ＰＶＨ１００”
　デザインを刷新すると共に使いやすさを向上。
　苗の移植作業を能率化、省力化します。

■コンバイン“Ｊａｐａｎ ＨＪシリーズ”
　高精度・高能率・高耐久のコンセプトを継承し、さらに使いやすくなった
“ Ｕℓｔｒａ Ｊａｐａｎ ”。
　DPF（ディ－ゼル微粒子捕集フィルタ）と尿素 SCR（選択触媒還元）
システムを搭載し、特殊自動車排出ガス４次規制に対応します。

ニューデザイン
　LED 式サイドビューライトとプロジェクタ式ヘッドランプを組み合わせた
フロントマスクから放たれる鋭い眼光が見るものを圧倒します。

サブディスプレイ情報表示制御
　カラー液晶に映し出されたサブディスプ
レイに、脱穀負荷などの多様な情報を切換
え表示でき、作業能率が高まります。

排気浄化装置搭載
　高温の DPF と尿素 SCR を脱穀部とグレ
ンタンクの間に配置し、カバーで覆うこと
でメンテナンスの安全性を高めています。

折りたたみ式苗置き台
　作業者側に折りたたみ式苗置き台を配置したこと
により、苗の供給作業を容易に行えます。

ワンタッチスタンド
　ピン等を抜き差しすることなく、スタンドの使用
状態と収納状態の切り替えを行えます。

ＴＪＷ３シリーズ ＴＪＶ５シリーズ
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[ 低コスト農業支援商品 ]
－小規模・個人向け－

■田植機“さなえＰ４０”
　軽トラックの荷台に積載可能なコンパクトさを実現。
　中山間地や圃場までの道が狭い場所にも簡単に運び込めます。

■歩行型大根引抜機“ＶＨＤ１０２ーＳ”
　大根を引き上げ、茎葉部を切断し、手作業での回収を容易化。
　大根収穫に要する労力と工数を低減できます。

－大規模・農業法人・集落営農向け－
■トラクタ“ＴＪＸ３シリーズ”
　DOC（酸化触媒）と尿素 SCR（選択触媒還元）システムを搭載し、外観
を一新したシンプル・低価格トラクタＴＪＸ３シリーズを開発しました。

切断茎葉排出機構
　切断後の茎葉を引起装置の伝動機構とは反対側
に排出し、茎葉の回収を容易化します。

胴切断装置
　大根の上部を切断することにより、収穫後の加工
作業を省力化します。

 《農業食料工学会 2018 年度開発賞》
　歩行型大根引抜機ＶＨＤ１０２－ S が、
農業食料工学会 開発賞を受賞しました。

軽トラック積載可能
　植付部が上昇時に前方へ移動して機体長が
短縮されるので、軽トラックの荷台への積載
が可能になります。

補助グリップ・ワイド補助ステップ
　大型の補助グリップと、肉厚で幅広なワイ
ドステップを設けたことで、乗り降りをより
スムーズに行えます。

排気浄化装置搭載
　ボンネット外側に設けた尿素 SCR にカバー
を設け、前輪で跳ね上がる泥が入り込むのを
防止します。

ニューデザイン
　プロジェクタ式 4 灯ヘッドランプを採用し、
夜間の視認性を向上させました。
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■コンバイン“ＨＸシリーズ”
　高能率・高精度作業を実現する基本性能を維持したまま、シンプル・低価格化。
　担い手農家の低コスト農業を支援します。

■中国向け田植機“ＰＺ６０”
　施肥装置を備えつつ、機体上に広い作業空間を確保。
　補助作業者の作業性や、苗の積載量が向上します。

手扱ぎ時緊急停止装置
　供給部のレバーを持ち上げると、フィード
チェンが低速で駆動し、手扱ぎ作業を安心し
て行えます。

 ＜海外事業戦略　～グローバルマーケットへの対応～＞
[ グローバル戦略商品 ]
■欧州向けフロントモーア“ＳＦ２２４・２３５”
　高能率で傾斜地でも安定した走行で作業が可能なフロントモーアを開発
しました。 大容量コレクタ

　大容量のコレクタに満遍な
く刈草を振り分ける首振り機
構を搭載することで高能率作
業が行えます。

低重心車体
　車体フレーム及びエンジン
の位置を低くすることで、車
体が低重心となり、傾斜地で
も安定した走行が行えます。

モアデッキ刈高さ調整
　モアデッキを水平に上下動
する構成により、安定した刈
高さ姿勢を保ちます。さらに
ワンタッチで刈高さが調節で
きます。

HST 駆動式逆転冷却ファン
　HST で駆動されるファンを定期的に逆回転
させ、防塵ネットに付着した藁屑を吹き飛ば
し、オーバーヒートを防ぎます。

サイド施肥装置
　施肥装置を左右両側に配置し、広い作業空
間を確保することで、苗の補充作業が行い易
くなります。

Z シフト
　植付部を昇降させるメカ式油圧バルブと切
替モーター等を一体で着脱でき、メンテナン
ス性に優れます。
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５．知的財産状況・表彰関係
 ＜知的財産状況＞

[ 特許出願の分野別登録数、特許査定率 ]
■分野別登録数　 ２年連続　第１位

■特許査定率　 通算１３年　全産業中 第１位

分野 その他の特殊機械
年 ２０１７

順位  出願人名  登録数（件）
１ 井関農機株式会社 ２０３
２ 株式会社クボタ １６８
３ ヤンマー株式会社 １０１
４ 住友ゴム工業株式会社 ７４
５ 東レ株式会社 ７０

※特許行政年次報告書２０１７年版では、従来の
分野別公開数から分野別登録数に公表内容が変更
されております。

（ご参考：分野別公開数）
　２０００年～２００６年の「農水産分野」及び
分野編成が変更された２００７年～２０１４年の

「その他の特殊機械分野」で通算１５年連続第
１位です。

分野 農　水　産 その他の特殊機械

年 ２０００～ ２００６ ２００７～ ２０１４

順位 １位

年 ２００４ ２００５ ２００６ ２００７ ２００８ ２００９ ２０１０ ２０１１ ２０１２ ２０１３ ２０１４ ２０１５ ２０１６ ２０１７
特許査定率（% ）８４. ６ ８３. ７ ９０. ４ ８９. ３ ８５. ８ ８８. ５ ９１. ８ ９１. ８ ９４. ７ ９７. ０ ９９. ２ ９７. ５ １００ ９８. １

順位 １位 ２位 １位
※特許査定率＝特許査定件数 /（特許査定件数 + 拒絶査定件数 + 取下・放棄件数） 
　[ 取下・放棄件数＝拒絶理由通知の後に取下げまたは放棄した件数 ]
　特許行政年次報告書２００２年版～２０１８年版に基づく。

[ 保有状況 ]
■国　内
　有効権利の取得と蓄積に努め、特許権は２，７００件を超え、意匠権も年々
増加しています。

■海　外
　欧米、アジア諸国の知財制度を有効活用し、積極的に出願しています。
　保有権利数は５年間で２倍以上に増加しました。
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 ＜表彰関係＞
[ 受賞の歴史 ]
　農業用機械技術への貢献に関して国家勲章・褒章、文部科学大臣表彰、
発明表彰等を受賞する多くの技術者を輩出しています。
■創業者の発明
１９５２年
　創業者　井関邦三郎の「回転脱穀機に於ける送風力自動調整装置」の発
明が発明協会の「全国発明表彰」を受賞しました。
■自脱型コンバインの開発と普及の功績
１９９３年
　当社が日本で始めて実用化に成功した自脱コンバインの開発と普及の功績
として「農業試験研究一世紀記念会　記念会会長賞」を受賞しました。
■産業財産権制度活用優良企業等表彰
２００８年
　当社の伝統である知的財産重視の経営が評価され、「知財功労賞」（特許
庁長官表彰）を受賞しました。

■全国発明表彰・地方発明表彰
　発明協会の表彰を毎年受賞しています。

[ ２０１７年度四国地方発明表彰 ]

■愛媛県発明協会会長賞　１ 件
　特許第５８７１０８６号　　田植機の苗レール

■発明奨励賞　３ 件
　特許第４８９４１６９号　　トラクタの変速制御装置
　特許第５５１７０７７号　　ＨＳＴ駆動式逆転冷却ファン
　特許第４９５２１５４号　　業務用全自動酢合わせ機

発明表彰受賞件数 ２１５件（２０１７年１２月現在）

■全国発明表彰
　　  １８件

発明協会会長賞 １件
朝日新聞社賞 １件

２件
１４件

■地方発明表彰
　　１９７件

文部科学大臣発明奨励賞（科学技術庁長官発明奨励賞） ９件
特許庁長官奨励賞 ６件
経済産業局長賞（四国通商産業局長賞） ８件
発明協会会長奨励賞 ７件
日本弁理士会会長奨励賞 ４件

合計 ３４件
愛媛県発明協会会長賞（支部長賞） １６件
優秀賞他 ３７件
発明奨励賞 １０９件
奨励功労賞 １件

特 別 賞

特 別 賞

特 賞
発 明 賞

12



６．トピックス

７．知的財産関連の訴訟情報

 ＜平成２９年度日本農業工学会フェロー称号＞
　代表取締役社長執行役員の木下榮一郎が、日本農業食料工学会から「平
成２９年度日本農業工学会フェロー」の称号を授与され、２０１８年５月
１５日、東京大学弥生キャンパスにて授賞式が行われました。
　日本農業工学会は、農業生産に関する基盤、作業、機械化、環境改善等
の工学技術を研究する１０学協会の連合体として国際農業工学会（ＣⅠＧＲ）
と連携を取りながら農業工学分野の学術の発展と関連学会の連携などの事
業を進めている学会です。

　国内外共に経営に影響を与える知的財産権訴訟の係属中の案件はありま
せん。
　事業、研究開発の推進にあたって、細心の注意をはらい、知的財産戦略
を着実に実行いたします。

　井関グループは技術開発に熱心に取組み、様々な新しい商品を作り出して
まいりました。
　フェローの称号は、農業工学各分野の学問 技術の発展に顕著な功績をあ
げた者に授与されるものですが、今回の称号授与は、技術者であった木下榮
一郎が当社の技術陣を代表していただいたものと考えております。

　井関グループは、これからも農業技術の発展に貢献してまいり
ます。

左：日本農業工学会　大政 謙次 会長

フェロー称号授与のバッジ
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８．第三者意見
　有識者の方から当社の取り組みに対するご意見をいただきました。

　知的財産報告書２０１８年版を通じて
井関農機株式会社の研究開発の方向性を
分かりやすく理解できました。

　ⅠｏＴの深化のスピードと同期するかの
ごとく、昨今の農業ⅠＣＴの分野は変化、
多様化が進んでおります。

　深化が急速に進むということは、技術の取捨選択も同等のスピード
感をもって進むことを意味します。

　この点において、御社には、土壌センサ搭載型可変施肥田植機や
直進アシストシステム「オペレスタ」搭載田植機、収量コンバイン
などの商品があります。

　そして、これらの機械から収集されるデータを、アグリサポート
だけでなく、ⅠＴベンダー等と連携したアプリによる情報収集・管理
体系の確立にいち早く取り組み、農機業界において羅針盤的役割を
果たされておられると実感しました。

　餅は餅屋といわれるように、専門的かつ高度な技術を持つ異業種
とのコラボレーションがこれからは重要になると思われます。
　そして、スマート農業における一番の基本は農業機械によって収
集される農作業上のデータであることは疑う余地がありません。

　こういった意味においても、農業機械の専業メーカーである御社
が、日本はもとより世界中の農業者に役立つために、先端技術開発
におけるトップランナーとして発展されることを期待いたします。

鳥取大学農学部
生命環境農学科　准教授
　森本 英嗣 氏
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社　名 井関農機株式会社 （ISEKI＆ CO.,LTD. ）

本　社 愛媛県松山市馬木町 700 番地

本社事務所 東京都荒川区西日暮里 5 丁目 3 番 14 号

創　立 1926 年 8 月（大正15 年 8 月）

資本金 23,344 百万円　（2017 年 12 月 31日現在）

従業員 連結：5,760 名　（2017 年 12 月 31日現在）

事業内容 当社はつぎの製品の製造及び販売を主要な事業内容として
おります。

整地用機械…トラクタ、耕うん機、乗用管理機、芝刈機
栽培用機械…田植機、野菜移植機
収穫用機械…コンバイン、バインダ、ハーベスタ
調製用機械…籾すり機、乾燥機、精米機、計量選別機、野菜収穫調製機
その他………作業機、防除機、補修用部品、農業用施設

[ 注意事項 ]
1．本報告書は情報提供を目的としており、本報告書により何らかの行動を勧誘するものではありません。
2．本報告書に記載されている当社の見通し、計画、方針、見込み、戦略、事業認識等、将来に関する記述
をはじめとする分析は、当社が現在入手している予測、想定、計画等の情報に基づくものであります。

3．予測を行うには、すでに実現した事実以外に、一定の前提を使用しています。その前提については、客
観的に正確である、あるいは将来実現するという保証はありません。その前提は、国内外の技術や需要
動向、経済情勢、競合等の状況にかかわるものであり、前提が変化する結果、本報告書で述べられている、
すでに実現した事実以外の事項は変更する可能性があります。

4．本報告書に記載している保有権利数等の知的財産データは、当社単独によるものであり関係会社を含ん
でいません。

会社概要



知的財産報告書はWebでもご覧いただけます

会社ホームページ「企業情報」→「知的財産報告書」
http://www.iseki.co.jp/company/intellectual/

井関

知的財産報告書 2018年版

井関農機株式会社
〒791-2193　愛媛県伊予郡砥部町八倉１番地
Tel.（089）956ー9810
Fax.（089）956ー9818
ＵＲＬ： http://www.iseki.co.jp/
E-mail： shared-s41300@iseki.co.jp

報告書に関するお問合せ先
井関農機株式会社　開発製造本部　知的財産法務部

2018年10月発行
グリーン購入に取り組みましょう。 石油系溶剤を低減した

大豆油インキを使用しています。

－ Intel lectual   Property  Report  2018 －


